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はしがき 憲法9条 をあ ぐる問題状況の概観
(1)この 「研究 ノー ト」で取 り ヒげようとする ささやかな テーマ
を,胃 頭に明 らかに しておきたい。
わが国憲法は戦'ftを永久に放棄 し,戦 力を一切保持 しないことを第9条 で謳
い,ま たすべての人が'r和の うちに生存することのできる権利を前文で保障 し
ている。 しか し現実 には,こ の・r和憲法に背 いて,わ が国は軍事力 「白
衛隊」 を もち,ま た合衆10軍隊を駐留 させている。 自衛隊について,政
府は,頭 初,厳 格に 「専守防衛」の枠をはめた ものであるがゆえに違憲ではな
いと弁 じた。 この,自 衛隊設立の時期にそれまでの変転の末に編 み出された政
府解釈は,そ の後半世紀を越えて今 も,そ の基本的枠組みを変えることな く,
白衛隊の合憲性を一1三張す る論拠 とされている。
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しかるに,昨 今の海外派遣,あ まつさえ海外での武力行使を常態とするに至っ
た 自衛隊についてまで,「専守防衛」の論理で説明す ることがで きるものなの
か。今日の自衛隊は,政 府解釈にもとついて も違憲 とされ るものではないのか。
この点についての解明を試みることが本稿のひとつめの課題である。
そ して,こ うした違法状況を打開すべ く2つ の逆の方向か ら,憲 法へのはた
らきかけがなされる。憲法典 自体の改定 明文改憲 をはか る動きと,
これに抗 して憲法を守 り抜 こうとす る運動とである。 とくに,9条 を守る ・点
で結集す る 「九条運動」に注日 し,この運動の もつ論理 とEIS社会において果
た しうる 歴史的と筆者には思える一 一役割について考えてみたい。 これ
が,本 稿のもうひとつの課題である。
そ こで,ま ずは,憲 法9条 をめ ぐる問題状況を,筆 者の目を もって鳥鰍して
おこう。
(2)わが国の戦後史において,ll本国憲法の改il三は,た えず政治的,社 会的
な争点の1つ であ りつづけてお り,ま た,改 憲の対象とされる分野の中心をな
す ものは,変 らずに第9条 である。
この状況は,近 代 立憲{:義の憲法状況として,必 ず しも尋常当然の ことでは
ない。むしろ,幾 様にも,日 本戦後憲法史に特有の現象 というべきものである。
すなわ ち,通 例,近 代II三隊 の政府は,そ の存 、Zと公権力行使の根拠を憲法に見
出すがゆえに,統 治の基本法 として憲法を重く扱 い,そ れを掲 げて支配的価値
をrlli;に貫徹させるべ くはか る。 ところが,わ が国ではこの関係が,憲 法制定
後わずかの年月で崩壊 し,そ れ以降一.{t,{"して,公 権力担当者は基本的に憲法を
敵視 し,そ の抜本的改定を図る 、γ場 に蹉ちつづけている。 これを守 り,政 治の
中で活かそ うと1:張しているのは国民,と りわけ民衆である。政府が,白 身が
拠 って 、Zつ憲法を嫌悪 してこれを取 り替える機を窺い,逆 に,憲 法をとお して
統治 されている民衆が,こ れをrlらの要求のシンボルに して政府への抵抗運動
をす るという構図が,わ が国では60存余年にわた って形成 され,維 持 されて
いる。 目本国民が今遂行 しているところの,憲 法を掲 げた市民 革命(「'r和憲
法 革命」)は,世 界史的にも貴重なものと評価 されるか も知れない、
また,9条 という非軍事条項が改憲の最大の争点 となってきたことも,わ が
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国憲法 に特有の現象である。n本 国憲法は,各 国の憲法が到達 しているところ
の,戦 争の違法化をふまえて戦争とその遂行のための戦力を自衛 目的 に限定す
るという水準を越えて,一 切の戦争遂行 と戦力保持の全面的否定へと進み出て,
それを規範化 した歴 史的な憲法であり,こ の先進的な平和規範をめ ぐる攻防が
焦点とな っているのである。
(3)憲法9条 は,Il本が侵略の側に立 ったア ジア ・太'F洋戦争における幾T
万の人 々の犠牲,ま た幾 百万の 日本同民の死傷,と りわけ核爆弾の被爆な ど,
、亨語に絶す る悲哀を人類に与えた戦争の惨害を痛恨 の思いを もって省み,こ れ
を 渡 と政府に繰 り返させまいと決意 して制定 されたものである。そ こには,
日本だけでな く,ア ジアの諸国民をは じめとする世界の人々の'ド和への熱意が
込められている。 このような平和条項 についての理解は,制 定,i.1初は政府 もこ
れを共イ∫していたはずであるが,世 界戦略の基軸を社会 童義 陣営との対決へ と
移 したアメリカの指令に従って再軍備に転じ,そ れに応 じて憲法について も,
9条改定を中心 とした改憲方針を公然 と打 ち出 したのである。改憲を主張する
人々はしば しば,「憲法改if三をrlにす ることはわが国では永 らくタブーであっ
た」 という。 しか し,こ の言い分は正しくない。改憲の言説は,戦 後の㌧毛い時
期か ら,一 與 して公権力の後押 しを得て,自 由になされつづけてきたのである。
それに抗す る形で,わ が国では,草 の根の憲法を守る運動がたえずおこなわ
れ,国 会に3分 の1以 一Lの「護憲議席」を確保す る状況 も長 く続 き,明 文改憲
を阻tl:してきた。政府の 「解釈改憲」の道は,軍 の再設置と増強および安保条
約に もとつ く軍 「拝同盟関係の拡大 ・強化という政治的必要と,そ れにもかかわ
らずこの軍 事政策を許さない規範9条 を削除 して しまうことの困難
とい う矛盾の中か ら選択 された ものである。「解釈改憲」 とは,規 範の明文は
変えずに解釈をとおして思 いどお りの規範内容を取 り出 してみせる手法である。
それによ り,自 衛隊の存在 と,そ の海外派兵を含む運用 もすべて憲法の規制を
くぐり抜け,そ のように して憲法の実効性は減滅 し,「壊憲」状態が現出す る。
これは,+%.憲主義にとってまことに山々しい限 りであり,政 府rlらが法治国家
の正統性 を日々殿損 している事態であるといわなければならない。
とはいえ,同 時に,憲 法9条 は,そ の拘束力を失なってはいない。 日本の軍
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事力は,実 態はかけ離れているに しても,そ れが導守防衛のためのものである
と白己規定する限 りで存在が許され,し たがって海外派兵は公然 とは認め られ
ず,徴 兵制は導入できず,ま た非核3原 則は国是とされる。国家r算 も,軍 事
費に少なからぬ部分が充て られてはいるが,そ れもGNP1%の 枠をはめられ,
「バ ター」を大幅に削って 「大砲」 に正面か ら廻すことは,揮 かられている。
財政 の重点は,軍 事ではな く生活 ・社会保障だ という声は憲法 によって支えら
れているのである。戦争賛美の教育や学校における白衛.i.;募集にも強い抵抗が
あ り,ま た国民保護=国 民動員体制の構築 も,批 判を受けて容易には進行 して
いない。 こうして憲法の'r和条項が改憲の中で1三要争点となる中で,国 民が こ
れを維持 し守 り抜いてきたことが,祉 会の様々な分野 における軍[　=1-」::化を精 々
喰い止めて今11に至 ったといえる。 ここに も,わ が国憲法現象の明瞭な特徴が
ある。
そして,憲 法典に第9条 が置かれていることによって,わ が国では,軍 隊の
存在rl体,およびその運川が憲法に適合するかどうかが裁判所の審理対象とな
る。 しか も,そ の裁判は,憲 法の前文に国民の 「平和のうちに生存す る権利」
が保障されていることで,国 民個々人が提起することのできる仕組みとなって
いる。およそ,一一lrlの軍隊が国民の指弾によって法廷で審判を受 けるという,
このような制度は,他 の国にはほぽ例を見ないものである。 この憲法制度のF,
rl衛隊の存在その ものが9条2項 に違反することが1973年の長沼訴訟札幌地
裁判決(1973.9.7判時712号24頁)に おいて,ま た,海 外派兵というr1衛
隊の運用が1司条1項 に違 反す ることが2008年のイラク訴訟名古屋高裁判決
(2008.4.17判例集未登載)に おいて,そ れぞれ明確に判断 されたのである。
(4)政府が 「解釈改憲」路線を採 って繰 り出 してきた9条 解釈は,そ もそ も
規範を政治の必 要に合わせるべ くなされるものであるから,す ぐれて 目的論的
で,し たがって技巧の勝 った彌縫的な論理に堕 さざるをえない。そこには学問
ヒの検討に耐え うる解釈がノkまれる余地 はな く,そ れゆえ当然 に,学 説はこれ
を批判の対象としてきた。軍事の現実が先行 し,政 府の法制部局は,そ れをil:
,,,1化する解釈を捻出すべ く奔命に疲れているのである。
とくに近時,政 府が,専 守防衛という自らの9条 解釈をり1らかに逸脱 した自
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衛隊運川をおこなっている事実が顕 著に見受けられる。代表的な ・例が,2003
年から実施 された自衛隊の イラク派遣であるが,ヒ 記名占屋高裁判決は,「現
在イラクにおいて行われている航空自衛隊の 〔アメ リカ軍等を対象に した」空
輸活動は,政 府 と同 じ憲法解釈に 、Zち,イラク特措法 〔「イラクにおける人道
復興支援活動及び安全確保 支援活動の実施に関す る特 別措置法一liを合憲 とし
た場合であ って も,武 ノJ行使を禁1ヒした イラク特措法2条2項,活 動地域を非
戦闘地域 に限定 した同条3項 に違反 し,か つ,憲 法9条1項 に違反す る活動を
含んでいることが認め られている。」 と判示 した。これは,政 府がお こなって
いる自衛隊のイラク派遣は政府の憲法解釈にも反する海外派兵にほかならない,
と厳 しく断罪 したものである。
9条にかんす る政府の見解は,自 衛隊が設けられた1954{トの12月以降,ほ
ぼ次のような論旨が公定解釈 となっている。 《白衛権は国家固有の権利 と
して,憲 法9条 の ドで も否定 されておらず,自 衛権を行使するための必要最小
限度 〔1初は 「必 要相"i限度」と表現 された」の実力 〔「自衛ノJ」とも〕を保
持することは憲法 ヒ許 されてお り,そ れを超えない限 り同条2項 の禁ILする
[戦力 」にはあたらない》 というものである。 これでは,憲 法典が戦力保持禁
if:の規定をいかに厳格 ・精密 に設けて も,1:権国家である限 り,「必要最小限
度」にとどまっているなら,あ らゆる軍事力の保持が認め られることになる。
そ して,i必 要最小限度」は解釈次第でいかよ うにもなる抽象概念 にほかなら
ないか ら,結 局 これは,憲 法規範の権力統制機能を無に帰することなる解釈で
あるといわなければな らない、
ともあれ政府は,こ うした見解を前提にして,今 日の軍事問題 に対応 しよう
としている。最大の問題の ・つはri衛隊の海外活動であるが,た とえば,イ ラ
クへの派遣に際 しては次のような解釈を示 した.一 一一必 要最小限度の武力の
行使は許され,そ の武力の行使 とは,わ が国の物的 ・人的組織体による国際的
な武 力紛ノttの・環としての戦闘行為をいうものであるところ,自 衛隊の海外 に
おける活動 については,武 力行使目的による 「海外派兵」は許 されないが,そ
のli的でない[一海外派遣」は許 され る,他 国による武力の行使への参加に至ら
ない協力(輸 送,補 給,医 療等)に ついては,そ れと ・体 となるようなものは
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白らも武ノJの行使をおこなったとの評価を受 けるもので憲法 ヒ許 されないが,
一一体 とならない ものは許される,な どとい うものである。 そして,イ ラク特措
法 も,こ のような解釈 にもとついて制定 された。 しか し,ヒ述の とおり,実 際
になされたイラクにおける空 自の活動は,こ の政府解釈に もとついて もなお違
憲となる,と されたわけである。
今Hの 重大問題を,も うひとつのB拝例で指摘す るなら,白 衛隊に 「情報保全
隊」が置かれ,隊 員 ・家族を調査するだけでな く,市 民の運動を も監視 してい
る。国会で明 るみに出されただけでも,そ れは,イ ラク戦争開始の2003年か
ら翌年にかけて,日 本国民のイラク派兵反対運動をll常的に調査 し,情 報を収
集 ・記録する活動を している。その後,こ の紅織は自衛隊全体の ものに拡張的
に新編成 されているから,こ の活動 は今日でも継続 してなされているものと推
定 して間違いであるまい。 これは,'iろ和憲法を もち民i三is義と自由を標榜す る
日本にはありえない事態である。 あたか も,戦 前,「銃後」の監視にあた って
いた憲兵隊を彷彿させ るものであ って,本 格的な軍隊にこそ付属する機関であ
り,「自衛のための必 要最小限度」の特殊な防衛ノJとされる自衛隊に具え られ
るべ き組織ではない。否,と りもなおさず,そ れは,白 衛隊が今 日すでに本格
的な軍 となっていることを物語るもの と見るべきなのか も知れない。
(5)したが って,今 日の海外派兵を常態化させ,「.u.通の」軍 として メルク
マールを具えるに至 った 白衛隊,お よび,そ れ らを促す決定的要因となってい
るアメリカとの軍`捌司盟関係(安 丁体制)は,も はや,い かに解釈の技巧を駆
使 したとして も合憲の弁証がかなわないものとなっているといわざるをえない。
そ うした状況 ドで,憲 法 典自体の改定 一一 明文改憲 一の動 きが,と くに
2005年を境に して強まっている,、この年10月のrl由民is党『新:c.:去腔∵〔案』の
決定が 重大な意味を もっているが,そ れは,il:規の軍隊たる白衛軍 を保有 し,
戦'jrのできる国にすることを柱とし,そ れを支えるもの として,国 民の貢任と
義務を強調 し,現 行憲法の 「公共の福祉」に代えて 「公益及び公の秩序」を人
権のisに概いて憲法を国民管理の道具にすることなど,現 行憲法のあ り方を根
本的に覆えそ うとするものとなっている,、
民i三党 も,同 じ年10月に 「憲法提 、↑』を公にしている。そこでは,「国連i三
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導の国際活動 と 〔の〕 協調 」が強調 され,国 連憲 章51条に記 された 「制限さ
れた自衛権」概念がli本国憲法 ヒで も採 られるべきものであることを明確にし,
また,「i1ミi連がi三導する集団安全保障活動への参加を位 置づけ」るための改憲
を施す ことにより,「1日連集団安全保障活動の 一・環 として展開されている国連
多ll司籍軍の活動 や国連'F和維持活動(PKO)へ の参加をll∫能に」すべ く提案
している。そ して,そ して,lld党は2009年8月3011施行の総選挙で政権に就
いたわけであるが,そ れによ り内閣総理大臣となった鳩山由紀夫氏には,2005
年「i」行の著作 『新憲法試案 一尊厳ある目本を創る」(PHP研究所)が あるf」
そこでは,臼1本 国は,rlらの独、アと安全を確保するため,白 衛軍を保持す る」
ことを1リ」記 し(50条),また,「日+;1は,国際社会の'F和と安定 に寄 与す る
ため,集 団的安全保障活動に参加す るときは,法 律により,1:権を制限するこ
とができる」(48条2項)と踏み込んでいる.
また,公iリj党も,2002'1以来,「加憲」と名付けた改憲ノ∫針を打 ち出 して,
04年61116日には,同 党憲法調査会が 「論点整理』 と題する文、llを公に して
いる。 もっとも,最 終決定にす ることは避けているが,「議論の所在」 として,
1専守防衛,個 別ll勺ri衛権の行1吏i三体 と しての 自衛隊の存在を認める記述を置
くべきではないか,と の意見がある」,「国家の白己利益追求のための武 力行使
は認められないが,国 連 による国際公共の価値を追求するための集団安全保障
は認められるべ きではないか,と の指摘がある」などと記 されている。 ここに
いう9条 「堅持一は,第3項 以 ドを 「加憲」することで現行 】・2項を実質 ヒ
葬り去ってしまう1'1.1:.隠蔽的な論f'1!であると考えられ るn
これ に対 して,li本共産党(2005年8月総選挙にあたっての公約)は,r憲
法 をまも りぬ きます」 との方針 をiリL↑し,ま た,祉 会民is党(2005年3月
「憲法をめぐる議論についての論点整理』)も,「憲法を護 り,活 かし,広 げる」
態度を明 らかに している、,
(6)明文改憲への流れは,2005年9月の 「郵政選挙」で,改 憲を掲けるri
民党が公明党を合わせて衆議院で3分 の2以1_の議席を111め,さらに戦後史の
清算を呼}}して改憲を短期li標として掲げた安倍内閣により2007年に改憲 手
続法(「日本国憲法の改iE手続に関する法律」)が制定されるや,激 流の様相を
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鴇するよ うになった。
そのような形勢に1ち 向 う形 とな ったのが,2004年6月に結成 された 「九
条の会」である。かねてより市民の厚い信頼を受けていた9氏(そ の中には,
今は故人とな った小田実 ・加藤周 一氏 も含まれている)が,思 想 ・信条を超え
て憲法9条 を守る一・点で結集することを人々に呼びかけ,そ れに応えて,文 字
どおり全ll三1(F々浦 々に,地 域 ・職域 ・学園 などを}li位とする大小 さまざまの
「九条の会」が結成されるに致 った(本 稿執筆の2009年9月時点で7443と報
じられている)。「九条の会」の運動が,一 致点を9条 擁護に絞って(す なわち,
憲法以外のテーマはおろか,憲 法の9条 以外の条文について も見解の相違を障
碍 とせず しか も,規 範 としての9条 の改定を許さないことという ・致点のみに
もとついて),幅広 く結集をはかろうという論理を採 った ことは,先 に述べた
口本国憲法における9条 の格別な位置に相応 している。 しか も,9条 擁護の一
点で結集を,と いうとき,そ れは白衛隊の合憲性についての評Tdliにこだわらな
い。 いわば,自 衛隊を厚守防衛の実ノJである限 り合憲 としている政府解釈以 ド
でなければ,つ まり,海 外派兵まで も認める人々とは共同できないが,海 外派
遣 も武力行使を内容 とするものでない限 り認めようとする人々とも手を結ぼ う
とする。
そ うであるがゆえに,そ れは,個 人加盟を原則と し,各 会の内部規範はそれ
ぞれの会で定めて,統 ・的指令部を もたず,組 織間の ヒド関係 もな く,各 会が
大小の別な く独 疏し,他 の会とは対等の関係で横のつなが りを もつ。その活動
内容は各会に委ね られるが,必 然的にi会 ・致で方針を決めることが求められ,
政治課題の実現のために政治的行動をとるのではな く,i三に憲法にかんする学
習,交 流と催 し,そ して会の拡大などにより賛1司の輪を広げることが共通 事項
となる。結局,こ れは,政 治li9運動体であるより,),本的に学習 と交流の 「場」
であるといえよう,、
「九条の会」は,こ のような運動論理 とflL織形態をもつものであるからこそ,
現今のIf社 会の課題に適合 し,今i1までのところ大きな成長を遂げて,9条
改憲の流れを阻む役割を果たしているといえる。戦後,労 働運動,婦 人運動等々
が進め られ,憲 法運動 も歴史を閲 して,そ の中でと くに1960年は 日米安保条
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約改定阻ILの国民運動 では統 一一戦線の形態が追求 された,今 回の 「九条の会」
は,そ れらの経験 をふまえつつ,し か し,そ のどれ も経験 してこなか った新 し
い論理 と形態の運動 であるといえる。あえて,《211iヒ紀の初頭に日本民衆が遂
に見出した運動 ・組織である》 と,歴 史の耀に倣いつつ評 しておきたい。 もと
より,9条 を守 る運動 には,こ の 「九条の会」以外に もい くつかの組織が多様
な運動を展開 している。それらを広 く対象に した 「九条運動 」と名付けてよい
今H的 憲法運動の中間的総括 と理a命づけが,今 求め られていると思われる。
(7)以ヒのような,憲 法9条 をめ ぐる現況の概括に ㍍って,本 稿では,次 の
順序で課題の検討に取 り組みたい と思 う。
すなわ ち,ま ず,9条 解釈の原点を確認 し,そ れを観察基準に して,政 府解
釈の変転の経緯を整理する(第1章)。 ついで,現 在の 「防衛」政策,と くに
自衛隊の,ひ とつに編成 ・規模 ・装備 ・能力について,も うひとつにその運川
について,そ れぞれ9条2項 および1項 に今なお適合 した ものといえるか否か
を点検す る(第2・'r.G7)。そ して,現 今の改憲動 向の特徴を各政党の改憲ll°〔案 ・
提f1や改憲丁続法に即 してつかみ,そ れと対抗的に成%.している 「九条運動」
の意義 と特質を,各 地の運動の状況をふまえて検討する(第3,・,)、,その ヒで,
「九条運動」の課題となるものにri及したい(む すびにかえて),と考えている、
19条 解釈の原点 と政府見解の変転
(1)9条解釈 における学説の確認
9条にかんす る政府解釈の問題性を明 らかにするために,そ の 目的に限って,
これをめ ぐる学説状況を簡単に見ておきたい。
これまでにしばしば,9条 の解釈は整理のつかないほど多1岐に分かれ,そ し
てそれは9条 とい う規範の欠陥か ら生 じているものであるとす る旨の1亨説が,
と くに改憲論者の側か ら出されて きた。 た しかに,9条 は規範構造が1・2項
の問で入 り組み,ま た従来の学説が文理解説に偏するという傾向があったこと
も丁伝って,9条 解釈は帰一 していない、、ただ,こ の状況が生まれたことには,
何よ り,政 府が9条 と相容れない再軍備 に転 じなが らそれを合憲 と強弁する
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「解釈1を 編み出 した ことが大きく貢献 していることに留意 しておきたい、そ
れは,後 に述べ るように,、ア憲i三義国家の政府の採 るべ き解釈としてふさわ し
いとは到底いいがたい ものなのである。
さて,9条1項 については,戦 争,武 力による威嚇,武 ノJの行使の3つ の放
棄には,「国際紛争を解決するT一段 としては」とい う留保が付されていること
をめ ぐって,学 説の多数は,国 際法 ヒの川例にならって 「国際紛争を解決す る
:卜段 としての戦争1と は侵略戦争を意味 し,し たが って1項 で放棄されたのは
侵略戦争のみであるとす る(侵 略戦争放棄説),、他ノ∫で,お よそ戦争は国際紛
争を解決するためになされているものであると解 し,そ うであるとすればこの
留保には特別の意味はないという理 由で,1項 で白衛戦'j+をも含めたすべての
戦争が放棄されているとす る説(戦 争全面放棄説)も 有力である。 もっとも,
この対 、アは,9条 令体を とお してみれば,結 論的には重要ではない1,すなわち,
2項で白衛戦争 も含めてすべての戦争の禁止されているとの解釈に 立つなら,
結局すべての戦irfiが禁il:されていることになり,結 論的に戦争全面放棄説と1司
じになる。 ただ,思 うに,憲 法の戦争放棄規定は,本 質的にIKi際関係場裡に置
かれているものであるから,国 際法 ヒの川例をll皇重して,1項 ではまず侵略戦
'JFを放棄 し,2項 を合わせて戦争を全面放棄したとす るのが正当であろう。こ
れが通説の採 るところであり,政 府 もこの ㍍場 に、ヒってきた。なお,こ のよ う
な解釈に対 しては,9条 の条文構造の不整合を認めたものではないか との批判
が向け られているCし か し,9条は,ま ず従来の諸外国の例に倣 って侵略戦争
の放棄を宣iiし(1項),そ のfで 戦力保持を例外な く禁ILすることで結果と
して戦 争を'lf　1放棄するという歴 史的決断をした(2項)も のであると理解す
ることができ,そ うすることで条文構造 ヒの疑問は解消 され,1項 の独自の存
在意義 も確認できよう、,
2項については,r前項 の目的」 を,戦'jtを放棄す るに至 った動機 を一般的
に指すにとどまると解するのが通説であ り,妥 当である。 もっとも,1項 につ
いて侵略戦争放棄説に㍍ちつつ,こ れを 「侵略戦争放棄という目的」 と解 して,
結局 自衛のための戦力保持は 可能であるとis張する少数説もある。 しか し,こ
れは,「前項の目的を達するため」 という文脈の文理的解釈にな じまず,ま た
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とくに,交 戦権を否認 していることとまったく相容れず,成 り蹉ちうるもので
はない,7
2項後段 にあ る交戦権の否認については,「交戦権」 とは,1剛,,,法1.交戦国
に認め られている諸権利を指すか,文 字 どおり戦いを交える権利を指すか,は
たまた両者を含むかで説が3分 しているが,い ずれのJL地に、アって も,こ の交
戦権否認規定によ り,9条 全体 としてわが国にとって戦争をおこなう権利が 一
切否定 されたことになることは明 らかである。国際法 ヒの川法は最 前者で,政
府 もこれを採 る。ただ,政 府は,rl衛戦争は許 されているとす るのであるから,
国際法 ヒ認め られた権利がわが国には否認された状態で 自衛戦争を遂行す るこ
とになるが,そ れはそもそもr能 なのか,い かなる意味を もちうるのか,不 可
解である。
このように,学 説はほぼ ・致 して,制 憲以 来今IIに至るまで,自 衛の戦'ft・
戦力を合憲 とする見解には与しないで きた。 それは,こ の見解には,次 のよう
な容易に氷解 しがたい疑問点があるか らである(代 表的 に参照,芦 部信 喜 『憲
法 〔第4版 〕』 〔岩波書店,2007年〕58頁)∩すなわち,・1)II本IIま1憲法 には66
条2項(文 民条項)以 外は戦争ない し軍隊に関連す る規定が まった く存在 しな
いこと,② 前文は,目 本の安全保障の基本的あり方として 「,十;和を愛する諸国
民の公正と信義 に信頼」す るという,具 体的には国際連合による安全保障方式
を想定 していたと解されること,(3、仮に侵略戦争のみが放棄され自衛戦争は許
されているとすれば,前 文に宣 、ξされている格調高い・r和}三義の精神に適合 し
な くなること,④ 白衛のための戦力と侵略のそれ とを区別す ることは実際には
不"∫能 に近 く,仮 に自衛のための戦力が合憲だとすれば,結 局戦カ ・ー般 を認め
ることにな り,2項 の親定が無意味と化す こと,◎ 白衛戦争を認めているので
あればなぜ 「交戦権」を放棄 したのか,合 理的な説明がつかないこと,な どの
諸点が挙げられ る,,
したが って,通 説 は,自 衛隊にかん して も,「戦力」について,軍 隊および
有'1{の際にそれに転化 しうる程度の実力部隊で警察力を超えるものを意味する
が,こ の 「軍隊」 とは,外 敵の攻撃に対 して実力を もって対抗 し,国 ヒを防衛
す ることを目的として設けられた人的 ・物的丁一段 の組織体をいう,と 定義 した
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1:で,現在の自衛隊は,そ の人員 ・装備 ・編成等の実態に即 して判断すると,
9条2項 の禁【Lする 「戦力」に該"iするといわ ざるをえない,と している,こ
うした白衛隊違憲の評価は,,,,.r一説の大多数が共有するもので,そ れは,学 者た
ちが政治から発せられる 「必 要性のメ ッセージ1(-ar:.通の国になるためには
軍隊は必 要不"∫欠であるとの1す説)と は切り離 しておこなう,非 政治的な法的
判断の もた らす もの といえよう,,
なお,裁 判所の判断例 としては,自 衛隊の憲法適合性にIE面か ら取 り組んだ
ものはきわめて少ないが,前 出の1973年長沼、訴訟第 ・審判決が,学 説の通説
に沿 った9条 解釈に もとついて自衛隊を違憲 とした。次のような判旨である。
一す なわ ち,「『陸海空軍』は,通 常の観念で考え られ る軍隊の形態であ
り…… 『外敵に対する実ノJ的な戦闘行動を目的とする人的 ・物fl勺丁一段 としての
組織体』であるということができる、,このゆえに,そ れは,llξ1内治安 を目的 と
す るfSc.i察と区別される,,「その他の戦力」 は,陸 海空軍以外の軍隊か,ま たは,
軍 という名称を もたなくて も,こ れに準 じ,ま たは,こ れに匹敵する実力を も
ち,必 要ある場合には,戦 争目的に転化できる人的 ・物的 手段 としての組織体
をいう、,このなかには もっぱ ら戦争遂行のための軍需生産設側1なども含まれる。
……このように して,本 項でいっさいの 『戦力』を保持 しないとされる以 ヒ,
軍隊,そ の他の戦力による白衛戦ノ∫},制裁戦争も,'1}実ヒおこなうことが不of
能 となった ものである。……結局,『戦力』 という概念は,そ れが,白 衛 また
は制裁戦争を目的 とす るものであるか,あ るいは,そ の他の不,rまたは侵1略戦
争をll的とする ものであるかにかかわらず……その客観的性質によってきめ ら
れなければならないものである。……自衛隊の編成,規 模,装 備,能 力からす
ると,rl衛隊は1リ」らかに 『外敵に対する実 力的な戦闘行動を目的とす る人的,
物的丁一段としての組織体』と認め られるので,軍 隊であ り,それゆえに陸,海,
空各白衛隊は,憲 法第9条 第2項 によってその保持を禁ぜ られている 「陸海空
軍』 という 「戦力』に該,,i」するものといわなければならない。そ して,こ の
ような各自衛隊の組織,編 成,装 備,行 動などを規定 している防衛庁設置法(…
…),「1衛隊法(… …)そ の他 これ に関連する法規は,い ずれ も同様に,憲 法
の右条項 に違反 し,憲 法第98条によ りその効力を有 しえないものである。」 と
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しているのである。
また,2008年イラク訴訟名 占屋高裁判決が,先 にも紹 介 したとお り,政 府
解釈に拠 った として もなお,自 衛隊海外派兵は違憲であるとしたVこ の両判決
がきわめてi_flされる,、r!衛隊をi1_lfllから合憲とした裁判例はな く,最 高裁「1
体,白 衛隊の憲法適 否について実質判断を公 にした ことは,ま だない。
以 ヒのよ うな学説 ・判例の状況の示す ものは,結 局,9条 が制定以来変更さ
れることな く憲法典中に置かれており,そ うである限 り,法 律家のお こなう
「解釈」の作業によ って戦力の保持,さ らには現行制度 としての白衛隊を合憲
の ものと弁証することはできない,と いう事実である。まともな法律家は,法
規範を飴の棒のように気ままに曲げてよいもの と考えてはいないのである。 要
するに,白 衛隊を政治の必 要に合わせて合憲 と説 く政府 「解釈」は,学 問 ヒま
た法理 ヒあ りうる解釈のひとつに属する ものではなく,政 治的作品の文脈に位
置づけて扱われるべきものなのである、,
(2)政府解釈の変転の問題性
9条にかんす る政府解釈について評価を ドす ことを試み る場合,こ れまでに
もふれていたように,そ れが国際 ・IK1内の政治の要請に従った規範操作である
ことを看過 してはなるまい。それは,論理においてす ぐれて技巧的な体裁をもっ
てお り,人 は,そ れを9条 解釈の1つ に数えが ちであるが,そ して学説
の 一部にもこれ と同様の見地に 疏ち,結 果において政府見解を後押 しするもの
も見受け られるが,一一一 その変転(「憲法変遷」の概念との混同を避けて 「変
転」としたい)に は何 らの法律論 ヒの合理的な理由が見川 しがたいことからも,
それについては政治の領域 に押 し遣 った ヒで検討す ることを妥当とすべきであ
ると考える、,
すなわち,今liも採 られている政府の9条 解釈の 「　i:式」の定 型が出来 ヒっ
たのは1954年12月であるが,そ れに至るまでに次のような変転がみ られる。
'11`1堵の答弁等 に物語 らせることにしよう(答 弁等の資料は,i三として浅野 ・
郎 ・杉原泰雄 〔監修〕「憲法答弁集』 〔信山社 ・2003イiこ〕以 ドに拠 り,辻 村み
よt-『憲法 〔第3版 〕』[日本評論社 ・2008年〕101頁以 ドをは じめ,『注解法
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律 学 全 集1・ 憲 法1』 〔1霊∫林 評}院・199年 〕137頁 以 ド 〔樋 口 陽 一 〕,「注 釈 憲
法(1)』 〔有 斐 閣 ・2000年〕317頁以 ド 〔高 見 勝 利 〕 な ど を 参 照 し た)。
段 階 を 一一応4つ に 区 切 っ て,解 釈 の 変 転 を 整 理 して お く。
1ま ず,憲 法制定期においては,政 府は,実 のところ,学 界の通説 と同 ・
の論理を採 って自衛の戦力をも含む戦力111放棄説に㍍っていた。次の答弁に
明 らかである。 しかも,こ れらの答弁は,白 衛権にかん して,自 衛権そのもの
を放棄 したと解 しているのではないかと受 けとられもした ものであ った(こ の
指摘 については,参 照,前 出 『注釈憲法(1)』414頁注91)。
O「 自衛権 に付ての御t一ねであります。戦争樋 棄に関する本条の規定 は,
直接には白衛権を否定は して居 りませぬが,第9条 第2項 に於て一・切の軍備
と国の交戦権を認めない結果,白 衛権の発動 としての戦争も,又 交戦権 も樋
棄 した ものであ ります,、従来近年の戦争は多 くの自衛権の名に於て戦われた
のであ ります。満州事変然 り,大 東亜戦fff亦然 りであります,、……故に我が
国に於ては如何なる名義を以て して も交戦権は先ず第 ・自ら進んで馳棄する,
{勉棄することに依 って全世界の'F和の確 ㍍の基礎を成す,全 世界のbr和愛好
国の先頭に 、γって,世 界の'r和確 、/.に貢献する決意を先ず此の憲法に於て表
明 したいと思 うのであります。……」(1946年6月2611衆議院帝国憲法改
ll三本会議 ・茸畳r川茂内閣総理大臣答弁)
O「 戦争樋棄に関する憲法i'奪゜`案の条項 に於きま して,国 家il:'τi防衛権 に
依 る戦争は[E当なりとせ らるiよ うであるが,私 は斯 くの如きことを認むる
ことが有害であると思 うのであ ります。(拍手)近 年の戦争は多くは国家防
衛権の名に於て行われたることは顕iな`1`実であります、,故にli三当防衛権を
認む ることが隅 々戦争を誘発す る所以であると思 うのであ ります。……」
(1946年6月28日衆議院帝国憲法改!E本会議 ・r:rr川茂内1替」総理人臣答弁)
Hし か し,IIAIi<1:法の公布 ・施行か ら時を措かずに,ア メリカは,ソ 連
側との対決を世界戦略の基軸とする姿勢をより鮮明に し,日本を米側陣営 に軍
事的 に組み込 む方針をとった。 わが国がなおアメリカによる占領 ドにあった
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1950年6月25i　,朝 鮮戦'/fが勃発 し,同 年7月8n,ア メ リカは国家警察r
備隊の創設を日本側に,ポ ツダム政令で もって指令 した。 この1警 察」r備 隊
は,米 軍将校が指揮する75,000人か ら成 る,機 関銃 ・バズーカ砲 ・軽戦ll`な
どで装備 された軍事組織(「擬似軍隊」)であった。その名称のいかんを問わず,
国内治安の確保を本務とする警察 力には収 まりえない存在であるが,政 府は,
あくまで警察力を補 うものであるとして合憲 と弁 じた。 そして,自 衛権にかん
して,目 本は 「武ノJなき白衛権]を もつ と,先 の 見解を修il:した,
O「 いや しくも国が独 、8五を回復する以 ヒは,自 衛権の存在することは明
らかであって,そ の白衛権が,た だ武力によらざる自衛権を 日本は持つとい
うことは,こ れは明瞭であ ります。……いかなる状況によってrl衛権をどう
発動するかとい うことは,ま ったく外来の 拝゜情 によることであ りまして,そ
の`↓`情によって,状 況によって,白 然 自衛権の内容 も違 うことと思います。」
(1950年1月281i参議1ちヒ本会議 ・11デ川茂内閣総理大臣答弁)
O「 警察r備 隊の 目的は治安維持であ り,軍 隊ではない」(1950年7月
30日衆議院 〔本会議〕・、晋i田茂内閣総理大臣答弁)
O「 独 、γを した以 ヒは,(　=1/tiの考 うるところによって,す べて1'1衛の方
法を考えるということは当然のことであ ります。……未来永劫軍備を捨てる
ことは,こ れは今後の状態によるわけであって,も し経済力その他ができ,
また国民 も軍備を持つことを必 要とす るというようになって来れば,自 然そ
のときに考 うべきであ りま しょうが,今 日においてはまだその時期でないの
みならず,ま た力がない。ゆえに軍備以外の力を考えて行 くべきではないか、,」
(1951年2月1611衆議iち芒r算委員会 ・ll卍i茂内閣総理大臣答弁)
皿 そして,'14和条約(サ ンフラ ンシスコ講和条約)の 締結 にともない,警
察rtr;;隊が保安隊に改組 されて(1952年101」1511。海 ヒ警備隊 も設置 され
た),軍隊としての姿がいっそう明確にな った,そ こで,政 府は,「近代戦争遂
行能力」を有するものが 「戦力」であって,保 安隊 ・警備隊はそれに該 らない
という,「戦力なき軍隊」論を主張す るに至った。第1回 目の公然たる憲法解
釈の変更である。
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O「 一・,憲法第9条2項 は,侵 略の 目的たるとri衛の 目的たることを問
わず 「戦ノJ』の保持を禁1ヒしているJ
-,右 にい う 『戦力』 とは,近 代戦'Jr遂行に役 凱つ程度の装備,編 成
を備えるものをい う。
・,『戦力』の基準は,そ の国のおかれた時間的,空 間的環境で具体
的に判断せねばな らない。……
・,「戦ノJ』に至らざる程度の実 ノJを保持 し,こ れを直接侵略防衛の
川に供することは違憲ではない、。……
一,保 安隊および警備隊は戦力ではないnこ れ らは……戦争を目的 と
して組織 されたものではないか ら,軍 隊ではないことは明 らかである。
また客襯的にこれを見て も保安隊等の装備編成は決 して近代戦を有効に
遂行 し得る程度の ものではないか ら,憲 法の 『戦力」 には該 当しない。」
(1952年Il1125ri参議1ち芒r算委員会 。11デ田茂内閣統 一・見解)
or9条 第1項 ……の意味からlilしますると,II∫び侵略戦争の愚 を繰返
すようなことをさせないということが根本であります。 この規定の裏から見
て,白 衛権を否定 したもので もなし,又i'　衛権の裏付である白衛力を否定 し
た ものでないと考えております。併 しなが ら自衛権の行使の ドにii三々に して
侵略戦争のような愚を繰返す危険があるか らして,第2項 においてさような
ことに行使 される大きな力,即 ち戦ノJを持たせないということで ここで抑え
て 、章っているのであります、,……国家である以iは,自 衛権を持 ち自衛力を
持つのは,こ れは当然であろうと思 っております。……。 ただ……,戦 力は
持 ってはならん ということであ ります、戦力に至 らざる白衛力というものは,
これは ・国である以 ヒはあって もよいのである」。(1953年7月25日参議1ちヒ
r算委員会 ・木村篤太郎国務大臣答弁)
IVこ うして,あ たかも 「雛」か ら 「幼鳥」へと成長 したわがliξi軍・拝ノJは,
さらに 「親烏」とな る段階を迎え る。す なわち,1952年の'r和条約 と同}1芋に
締結 されたfl'5ci保障条約(4月281f公布 ・発効。旧条約)の 前文には,
日本が 「侵略に対す る「1国の防衛のために漸増的に自ら責任を負うことを期待
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する」 とあ ったが,ア メリカはこれを根拠に して,fl本国との間で1954':j
月1日 に 日米相'1二防衛援助 協定(MSA協 定)を 結 び,そ れによりわがli∈1の軍
備増強の義務は[.1s,体化 された。 その1つ と して,政 府は1司年6月9日 に白衛隊
法を制定 し,保安隊 ・警備隊を改組 して自衛隊を設黄 した。 白衛隊の任務は,
i三として,「わが国の'1`一和と独 、Zを守 り,国 の安iを 保つため,直 接侵略及び
間接侵1略に対 してわが国を防衛すること」(同法3条)と され,防 衛 目的が 　i:
面か ら掲げ られるに至った。 これについてまで合憲 と弁ずべ く,政府 は先の解
釈を捨てて,よ り積極的な解釈に踏み出 した。それは,国 家 は自衛権にもとつ
いて'且1然にrl衛力(防 衛ノ1,実力とも)を もつ,必 要最小限度の「1衛ノJは憲法
9条2項 で禁il:された戦ノJにあた らない,i`t衛隊はその範囲内に属す るもので
違憲ではない,と する論理である。 ここにおいて,白 衛権は軍 事的実力を保有
する根拠 として扱われている。
O「 ……国家が 自衛権を持 っておる以 ヒ,国 ヒが外部か ら侵害 される場
合にlklの安全を守るため……の実力を国家が持つということは当然の ことで
ありまして,憲 法がそ ういう意味の,rの 自衛隊のごとき……自衛力 という
ものを禁ILしておるということは.,1然これは考えられない。すなわち第2項
におきます陸海空軍その他の戦力は保持 しないとい う意味の戦力にはこれは
"iらない……。」(1951年121J2111衆議院r算 委員会 ・林修 こ法制局長'i`ゴ
答弁)
or第 ・に,憲 法は白衛権を否定 していない。f`1衛権 は国が独 、7:国であ
る以}一,その国が当然に保有する権利である。憲法はこれを否定 していない,一、
従 って現行憲法の もとで,わ が国が 自衛権を持っていることはきわめて明白
である。
:,憲法は,戦 争を放棄 したが,1'1衛のための抗争は放棄していない、 ・,
戦争 と武力の威嚇 武力の行使が放 棄され るのは,「II三!際紛争を解決す る手
段 としては』ということである。:,他 国から武力攻撃があった場合に,武
力攻撃そのものをlifLil:することは,rl己防衛そのものであって,国 際紛争を
解決す ることとは本質で違 う。従 って 白国に対 して武 力攻撃が加え られた場
合に,国 ヒを防衛する手段と して武力を行使することは,憲 法に違反 しない、
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自衛隊は現行憲法 ヒ違反ではないか。憲法第9条 は,独 、ア国と してわが国
がn衛 権を持つことを認めている。従って白衛隊のような自衛のための任務
をイ∫し,か つそのIi的のため必要相"iな範囲の実力部隊を設けることは,何
ら憲法に違反するものではない。
白衛隊は軍隊か。 白衛隊は外国からの侵略に対処す るという任務を有する
が,こ うい うものを軍隊 とい うな らば,白 衛隊 も軍隊 ということができるV
しかしかよ うな実力部隊を持つ ことは憲法に違反するものではない。
自衛隊が違憲でないな らは,何 ゆえ憲法改iEを考え るか。憲法第9条 につ
いては,世 ヒいろいろ誤解 もあるので,そ ういう空気をはっきりさせる意味
で,機 会を見て憲法改IEを考えたいと思 ってい る、」(1954年121J22日衆
議院 ア算委員会 ・人村清 一・防衛庁長官答弁)
このように,政 府の解釈は2年 毎に変転 したことになるが,こ の第2回 目の
解釈変更で示された1954年の ものがその後の政府の公定解釈 となった。
1980年代に,い わゆる北朝鮮脅威論の ドで防衛計llb「の大綱や基盤的防衛ノJ
構想の見直 しが論議された時期において,憲 法9条 の解釈が改めて問題 になっ
た。その際に も,政 府は次のような見解を表明 している。
O「1114連 憲章第51条は,国 家が個別的又は集団的ri衛の権利を有す
ることを認めている。 しか し,我 が国が集団的 白衛権を行使することは憲
法の認めているところではないというのが従来か らの政府の考えノ∫である。
2我 がlqのrl衛権の行使は,我 がlqを防衛するため必要最小限度の範囲に
とどまるべきものであると解 している。
したがって,例 えば集団的自衛権の行使は,そ の範囲を超えるものであっ
て憲法 ヒ許されないと考えている,,また,い わゆる海外派兵については,
次の3及 び4に おいて述 ハ"るとおりである。
3及び4従 来,『いわゆる海外派兵とは,・ 般的にいえば,武 力行使の目
的をもって武装 した部隊を他国の領 ヒ,領海,領 空に派遣することである』
と定義づけて説明 されているが,こ のような海外派兵は,一 般 に自衛のた
めの必要最小限度を超えるものであって,憲 法 ヒ許 されないと考えている。
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したが って,こ のような海外派兵について将来の想定はない。
これに対 し,い わゆる海外派遣については,従 来これを定義づ けたこと
はないが,武 力行使の目的を もたないで部隊を他国へ派遣す ることは,憲
法f許 されないわけではないと考えている。 しか しなが ら,法 律 ヒ,f'1衛
隊の任務,権 限と して規定 されていない ものについては,そ の部隊を他国
へ派遣することはできないと考えている。 このような自衛隊の他国への派
遣 については,将 来どうするかという具体的な構想は もっていない。
5憲 法第9条 第2項 は,『国の交戦権は,こ れを認めない。』 と規定 してい
るが,こ こにいう交戦権 とは,戦 いを交える権利という意味でな く,交戦
国が国際 ヒ有する種 々の権利の総称であって,相 丁=国兵力の殺傷及び破壊,
相1卜国の領iの 占領,そ こにおける占領行政,中 疏国船舶の臨検,敵 性船
舶のだ捕等を行うことを含む ものであると解 している。
他方,我 が国は,自 衛権の行使に'11っては,我 が国を防衛するため必要
最小限度の実力を行使することが当然認め られているのであって,そ の行
使 は,交 戦権の行使とは別の ものである。
6我 が国は,rl衛権の行使 に'v1っては我がlqを防衛するため必 要最小限度
の実力を行使することを旨としているのであるから,交 戦権が認め られて
いない ことによって不利益が生 じるとい うよ うなものではない.」(1980
'1=101128日・質問;,:_(rに対する政府答弁rlD
鈴木善朝人1閣の時期に,改 憲は しないという同内閣のノ∫針を批判 して憲法解
釈は変化 しうる旨i三張する議員の質問がなされた.,それに対 して,内 閣側は,
次の答弁をしている。
or制 憲議会におきまして第9条 の論議が行われま した ときに,昭 和21
年の6月28(1の衆議院の本会議におきまして 吉川総理が,『近年ノ戦争ハ多
クハi日家防衛権 ノ名二於テ行ハ レタルコ トハ顕 著ナル事実デアリマス,故 二
lE当防衛権 ヲ認ムルコ トガ偶 ＼戦争 ヲ誘発スル所以デアル ト思 フノデア リマ
ス,』,こうい う答弁をされました。また,21年の6月2611に衆議院の本会
議で,防 衛のための戦争を も否認するような答弁をされたわけであります。
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もっとも,こ の答弁につきましては,占 川総理 は,21年の71J411に,
衆議院の帝国憲法改IE案の委員会におきまして,さ きに 『私 ノ,㌻ハン ト欲シ
マ シタ所ハ,白 衛権二依ル交戦権 ノ放棄 ト云フコ トヲ強調 スル ト云フヨリモ,
自衛権二依ル戦争,又1XIII二依ル交戦権,此 ノ:ツ ニ分ケル区別其ノコトガ
有害無益ナ リ ト私ハ言ッタ積 リデ'iliリマ ス,」というような答弁を されま し
た し,ま た,第711三1会における施政方針演説において総理は,『戦争放 棄の
趣意に徹することは,決 して 白衛権を放棄するということを意味するもので
ない』 とか,あ るいは12回国会の衆議院の'r和安保 条糸く」委員会において,
白衛権に関 し,制憲議会当時の説を変えたのかとの芦川委員の質問に対 して,
llデ川総理は,『私の 当時 言った とri己憶 しているのでは,し ば しば白衛権の名
前でもって戦'Jfが行われたということはlliしたと思いますが,自 衛権を否認
したというような非常識なことはないと思います.』という答弁はされては
おります。
されてはお られますが,率ll匿`に11iしiげて,21年'且1時の答弁 とその後の
答弁との問に客観的 に言って変化があるということは事実 として認め ざるを
得ないと思います,、」(1981年3月911参議院r算 委員会 ・∫fJ川礼次郎内閣
法制局長答弁)
そ して,1994年6月に,i'民・「新党 さきがけ1と の連 、乞政権の成 、2で首相
とな った社会党の村ICI富市委員長まで,1951年の公定解釈を踏 襲しており,
この論理が,今 目に至るまで,白 衛隊の存在と運営を11三当化す る政府側の根拠
とされているのであるO
O「 自衛隊に関する憲法 ヒの位置づけについての御質問で ございます。
よ くお聞きをいただきたいと思います。(拍:卜)
私 としては,[亨守防衛に徹 し,白 衛のための必要最小限度の実力組織であ
る自衛隊は,憲 法の認めるものであると認識するものであ ります。(拍手,
発言す る者あ り)後 が大事ですから,ど うぞお聞き ください、
同時に,[1本国憲法の精神と理念の実現できる世界をIi指し,国 際情勢の
変化を踏まえなが ら,国 際協調体制の磁;疏と軍縮の推進を図 りつつ,国 際社
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会において名誉のある地位を占めることができるようにi力 を傾けてまいる
所存であ ります。(拍手)
本来,II三隊 にとって最 も基本的な問題である防衛問題について,1:'t'・政党
間で大きな意見の相違があ ったことは好ま しいことではありません。戦後,
社会党は・r和憲法の精神を具体化す るための粘 り強い努力を続 け,国 民の間
に,文 民統制,曳享守防衛,徴 兵制の不採川,自 衛隊の海外派兵の禁il:,集団
ri衛権の不行使,非 核 モ原則の遵守,核 ・化学 ・生物兵器など大量破壊兵器
の不保持,武 器輸川の禁ILなどの原則を確 、アしなが ら,必 要最小限度のrl衛
力の存在を容認するという穏健でバランスのとれた国民意識を形成 したもの
であろうと思います。(拍手)
国際的に冷戦構造が崩壊 し,1珂内的にも大 きな政治変革が起 きている今H
においてこそ,こ うした歴史と現実認識のもと,世 界第2位 の経済力を持 っ
た'r和憲法国家 日本が,将 来どのようにして国際'r和の維持に4,献し,あ わ
せて,ど のように してrll1ξ1の安全を図るのか という点で,よ りよい具体的な
政策を提示 し合 う未来志向の発想が最 も求め られていると考え るものであ り
ます。社会党 において も,こ うした認識を踏まえて,新 しい時代の変化に対
応する合意が図 られることを期待 しておる次第でございます。」(1994年7
月2011・衆議院本会議 ・村山富市内閣総理大臣答弁)
'拝情がこうした ものである以 ヒ,学 説がこれをまともな'.,,f:理性をもつ解釈と
看1故してこなかったのは"i然事であって,そ のことは先述 したとお りであるが,
裁判所,と くに しば しば政府に援護的姿勢をとっている最高裁判所が,こ と9
条にかん しては,政 府解釈を支持 して自衛隊を合憲とする判断を示 していない
こともまた,法 律家の所作 としては当然であるといわなければな らない。
このことを確認 した ヒで,本 稿の関心 「lfであるところの,現 在の憲法9条 政策,
とりわけ自衛隊の海外派兵等の運川が以Lに 見たよ うな政府解釈に収まるもの
であるか,つ ま り,政 府解釈を基準 にしたその憲法適合性の診断に人ることに
したい。 章を改めよう。
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